
10 
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28,737 28,421 27,581 27,433 27,521 

113,477 119,794 126,533 125,255 119,964 

22,933 26,599 30,235 35,473 42,209 
165,153

175,346 184,430 190,135 192,90713.9 

15.2 
16.4 

18.9 

22.3 

15.8 

18.5 

20.9 

23.9 

27.5 

14.5 
17.3 

20.1 

23.0 

26.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

7 12 17 22 27

65 15 64

0 14

17.4 

16.3 

15.0 

14.6 

14.5 

68.7 

68.5 

68.6 

66.6 

63.2 

13.9 

15.2 

16.4 

18.9 

22.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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■年齢３区分人口の国、県との比較■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27 年） 

 

 

 

■地域別人口■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳（平成 31 年 3 月 31 日現在) 

 

 

 

14.5 

13.4 

12.6 

63.2 

59.1 

60.7 

22.3 

27.5 

26.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東広島市

広島県

全国

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

78,051 

29,086 

6,649 

29,990 

22,454 

2,389 3,242 
5,780 

9,541 

15.1%

23.6%

40.9%

25.5%

31.1%

40.9%

48.0%

41.4% 41.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

西条 八本松 志和 高屋 黒瀬 福富 豊栄 河内 安芸津

人口 高齢化率
（人） （％）
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1,731 1,680 1,698 1,601 1,526 

1.65 1.61 1.65 
1.58 1.55 

1.57 1.55 
1.60 1.57 1.56 

1.43 
1.42 1.45 1.44 1.43 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

25 26 27 28 29

17.9%

15.5%

8.3%

13.4%

11.7%

8.9%

6.5%

9.2%

8.0%

67.0%

60.8%

50.8%

61.1%

57.2%

50.2%

45.5%

49.5%

50.3%

15.1%

23.6%

40.9%

25.5%

31.1%

40.9%

48.0%

41.4%

41.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 14 15 64 65
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60,497 
67,911 

76,018 
80,986 84,847 

2.73 
2.58 

2.43 2.35 2.27 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000
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17 



18 

 

 

 

 



19 

 



20 
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1,747 1,760 1,787 1,805 1,851 

922 914 909 877 854 

1,276 1,306 1,277 1,286 1,282 

1,538 1,513 1,500 1,490 1,469 

435 433 435 435 427 

330 326 327 333 333 

6,248 6,252 6,235 6,226 6,216 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

27 28 29 30 31

6

5

4

3

2

1

162 166 182 188 187 

471 480 487 500 507 

383 413 419 417 427 

360 
392 

421 458 490 

1,376 
1,451 

1,509 
1,563 

1,611 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

27 28 29 30 31

B

A
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134 143 118 114 115 

996 1,058 1,104 1,126 1,180 

267 
349 

413 
492 

581 
1,397 

1,550 
1,635 

1,732 

1,876 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

27 28 29 30 31

3

2

1
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25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



26 

 



27 

 

 

  



28 

 

 

 

 

 



29 



30 

地域福祉における行政と市民の関係については、「住民も行政も協力しあい、福祉の

充実のために共に取り組むべきである」の割合が 31.7％と最も高く、次いで「行政の

福祉サービスを基本としながら、足りない部分を市民が助け合うべきである」（22.2％）、

「地域の住民同士で助け合いながら、足りない部分を行政が支援すべきである」

（17.9％）の順となっています。 

 

  

31.7

22.2

17.9

5.7

4.4

2.1

9.7

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

住民も行政も協力しあい、福祉の充実の

ために共に取り組むべきである

行政の福祉サービスを基本としながら、

足りない部分を市民が助け合うべきである

地域の住民同士で助け合いながら、

足りない部分を行政が支援すべきである

地域の住民同士が交流し、住民同士で

支え合う仕組みをつくるべきである

自分自身で自立していくため、自ら解決すべき

課題を乗り越える努力をすべきである

福祉の充実は行政の責務であるため、

市民が助け合う必要はない

わからない

無回答

（％）

全体(N=630)



31 



32 



33 

福祉活動に関する情報の入手先については、「市の広報紙」「地域の回覧板」「新聞・

雑誌・テレビ・ラジオなど」「インターネット・ホームページ」の順となっています。

29 歳以下では「ツイッターやフェイスブック等のＳＮＳ」、30 歳代では「保育所・幼

稚園・学校」、60 歳代では「地域の回覧板」「自治会（町内会）」等、年齢によって情

報入手先に差がみられます。 
 

■福祉活動等に関する情報の入手先（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位（％）

市
の
広
報
紙

地
域
の
回
覧
板

新
聞
・
雑
誌
・
テ
レ
ビ
・

ラ
ジ
オ
な
ど

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ

隣
近
所
の
人
や
友
人
・
知

人 自
治
会

（
町
内
会
）

病
院
な
ど
の
医
療
機
関
や

薬
局

保
育
所
・
幼
稚
園
・
学
校

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

市
役
所
の
窓
口

社
会
福
祉
協
議
会

民
生
委
員
・
児
童
委
員
、

主
任
児
童
委
員

ツ
イ
ッ
タ
ー
や
フ

ェ
イ
ス

ブ
ッ
ク
な
ど
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ

特
に
な
い

全体(N=630) 60.6 28.6 24.4 19.4 17.1 15.9 11.7 5.4 4.6 4.4 3.0 2.4 2.4 13.2

【年齢別】

29歳以下(n=87) 34.5 13.8 17.2 25.3 13.8 5.7 8.0 4.6 0.0 2.3 2.3 0.0 10.3 28.7

30歳代(n=105) 54.3 29.5 17.1 23.8 13.3 11.4 4.8 16.2 1.0 1.0 1.0 0.0 2.9 19.0

40歳代(n=113) 62.8 25.7 16.8 15.9 13.3 12.4 8.0 8.8 4.4 3.5 0.9 0.9 0.9 14.2

50歳代(n=124) 68.5 25.8 28.2 25.8 16.9 13.7 15.3 1.6 8.1 8.1 2.4 2.4 0.8 10.5

60歳代(n=85) 68.2 36.5 28.2 18.8 18.8 25.9 15.3 0.0 4.7 7.1 5.9 7.1 0.0 4.7

70歳以上(n=112) 69.6 39.3 36.6 7.1 26.8 25.0 18.8 0.9 8.0 4.5 6.3 4.5 0.9 3.6

60.6

28.6

24.4

19.4

17.1

15.9

11.7

5.4

4.6

4.4

3.0

2.4

2.4

2.1

13.2

2.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

市の広報紙

地域の回覧板

新聞・雑誌・テレビ・ラジオなど

インターネット・ホームページ

隣近所の人や友人・知人

自治会（町内会）

病院などの医療機関や薬局

保育所・幼稚園・学校

地域包括支援センター

市役所の窓口

社会福祉協議会

民生委員・児童委員、主任児童委員

ツイッターやフェイスブックなどのＳＮＳ

その他

特にない

無回答

（％）

全体(N=630)
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35 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 



37 

 



38 

 



39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40 

 

 

 

 

 

 

  



41 

ボランティア活動の内容については、「道路や河川などの環境美化に関すること」の

割合が 62.2％と最も高く、次いで「祭りなどの催しや行事に関すること」（57.1％）、

「スポーツ活動に関すること」（20.3％）、「防災や防犯など安全に関すること」

（17.9％）、「文化や芸術活動に関すること」（15.5％）の順となっています。 

 

 

■ボランティア活動の内容（MA）■ 

 

 

 

  

62.2

57.1

20.3

17.9

15.5

11.5

10.8

9.5

3.4

1.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

道路や河川などの環境美化に関すること

祭りなどの催しや行事に関すること

スポーツ活動に関すること

防災や防犯など安全に関すること

文化や芸術活動に関すること

障害のある人の福祉に関すること

高齢者の福祉に関すること

子育て支援に関すること

その他

無回答

（％）

全体(n=296)
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43 

（７）災害等緊急時の備えについて 
 災害等緊急時の備えとして重要だと思うことについては、「日頃からのあいさつや声

かけ、付き合い」、「地域・近所での協力体制づくり」、「災害時の情報伝達方法の確立」

が多く回答されています。 

 

■災害等緊急時の備えとして重要だと思うこと（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）経済的に困っている人や子どもへの支援について 
 経済的に困っている人等に対する支援については、「いろいろな相談ができる福祉窓

口の充実」が最も多く、次いで「仕事に就くための支援」「生活に困っている世帯の子

どもが学習や進学をするための支援」が上位に位置付けられています。 

子どもへの支援については、「生活の支援（子ども食堂等の居場所や食事の提供、保

護者の自立支援、何でも相談できる場所の提供等）」が半数近くを占めています。 

 

 

 

58.1

44.8

37.9

25.7

19.5

19.0

7.0

5.9

2.1

4.1

0.0 20.0 40.0 60.0

日頃からのあいさつや声かけ、付き合い

地域・近所での協力体制づくり

災害時の情報伝達方法の確立

地域の支援や配慮が必要な人の把握

支援や配慮が必要な人への

支援体制の整備

日頃の避難訓練

災害時ボランティアの育成

災害時ボランティアの受入れ体制の確立

その他

無回答

（％）

全体(N=630)
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■経済的に困っている人等に対する支援について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもへの支援について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※１：生活の支援（子ども食堂等の居場所や食事の提供、保護者の自立支援、何でも相談できる場所の提供など） 

※２：教育の支援（学校以外での学習の支援、進学等のための奨学金制度の充実、多様な体験活動の機会の提供など） 

※３：就労の支援（保護者の就労支援、保護者の学び直し支援、就労機会の確保など） 

 

 

 

 

55.7

48.7

31.7

18.3

15.4

14.6

9.0

9.0

8.6

2.4

4.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

いろいろな相談ができる福祉窓口の充実

仕事に就くための支援

生活に困っている世帯の子どもが

学習や進学をするための支援

誰も孤立させない地域づくり

社会参加の場の確保

住まいを確保するための支援

住民の理解の促進

地域の支援ネットワークづくり

生活再建のための貸付金制度の利用支援

その他

無回答

（％）

全体(N=630)

45.1

18.1

17.8

8.3

1.6

9.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

生活の支援（※１）

教育の支援（※２）

就労の支援（※３）

経済的な支援

その他

無回答

（％）

全体(N=630)
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（９）個別福祉施策について 
 ①子育て支援について 

子育て支援で重要なことは、「子育てしやすい職場環境づくり」「安心して遊べる環

境づくり」が必要とされています 

 

■子育て支援について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.0

36.3

27.8

24.3

24.1

19.7

19.4

17.9

16.2

12.7

2.4

4.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

子育てしやすい職場環境づくり

安心して遊べる環境づくり

子育て支援に関するサービスの充実

子育て家庭への経済支援の充実

子育てや教育に関する相談支援の充実

子育てに関する情報提供の充実

地域ぐるみでの子育て支援活動の充実

子育て家庭への就労支援の充実

虐待防止に向けた取組の強化

子どもに関する犯罪の防止策の充実

その他

無回答

（％）

全体(N=630)



46 

 ②高齢者福祉について 

高齢者が安心して暮らしていくために重要なことは、「通院・買物などの移動支援

の充実」が最も多くなっています。 
■高齢者福祉について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※デイサービスやホームヘルプサービス等の在宅介護サービスの充実 

 

 

 

 

47.6

40.5

40.3

38.1

33.7

33.2

26.8

22.1

17.5

14.9

12.9

11.7

11.6

11.0

11.0

10.3

9.8

7.0

2.7

1.9

1.7

3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

通院・買物などの移動支援の充実

在宅介護サービスの充実（※）

認知症対策の充実と家族介護者への支援

利用しやすい交通機関の充実

特別養護老人ホームなどの入所施設の充実

訪問や声かけなどの見守り活動の充実

老人クラブや趣味の会など交流の場や機会の充実

地域サロンや通いの場など地域の交流の場の充実

若い世代と交流する機会の充実

社会参加の機会の充実

生活習慣病予防や健康づくりなど介護予防の推進

就労支援の充実

相談支援体制の充実

スポーツ・レクリエーション活動の充実

高齢者に配慮した住宅の整備や改造

利用や移動がしやすい道路・建物などの整備

教室・講座など学習する場や機会の充実

防災・防犯・交通安全対策の充実

虐待防止に向けた取組の強化

権利擁護の推進（成年後見制度の利用支援など）

その他

無回答

（％）

全体(N=630)
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 ③障害者福祉について 

障害のある方が安心して暮らしていくために重要なことは、「障害のある人の雇

用・就労への支援」が最も多くなっています。また、「障害に対する理解の促進」等

の環境づくりが必要となっています。 

そのほか「公共施設等のバリアフリー化の推進」、「障害のある人が日中安心して過

ごせる施設などの整備」等のハード面での要望も高くなっています。 

■障害者福祉について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.3

36.0

34.6

31.9

31.6

30.3

27.9

27.9

25.6

19.8

17.5

14.3

13.5

11.9

7.8

4.6

1.3

4.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

障害のある人の雇用・就労への支援

障害のある人が日中安心して過ごせる施設などの整備

公共施設等のバリアフリー化の推進

障害に対する理解の促進

障害のある子どもへの療育・保育・教育の充実

障害福祉サービスの充実

相談支援やコミュニケーション支援の充実

障害に対する医療やリハビリテーションの充実

障害のある人に対する差別や偏見をなくす取組の充実

相談支援体制の充実

障害の早期発見・早期療育の充実

防災・防犯・交通安全対策の充実

障害の特性に対応した住宅の充実

障害のある人を支援するボランティア活動の推進と人材育成

虐待防止に向けた取組の強化

権利擁護の推進（成年後見制度の利用支援など）

その他

無回答

（％）

全体(N=630)
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（10）福祉関係団体による社会貢献活動について 
 福祉関係団体による社会貢献活動としては、「通院や買物などの移動支援」が最も多

く、次いで「施設の福祉専門職による地域住民の困りごとへの相談対応」、「地域住民の

見守り（高齢者・子どもなど）」、「地域住民の災害時・緊急時の避難場所の設置」、「施

設を活用した地域住民との交流」の順となっています。 

 

■福祉関係団体による社会貢献活動について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.0

44.1

42.2

23.2

18.6

11.9

11.4

8.4

1.4

5.4

4.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

通院や買物などの移動支援

施設の福祉専門職による地域住民の

困りごとへの相談対応

地域住民の見守り（高齢者・子どもなど）

地域住民の災害時・緊急時の避難場所の設置

施設を活用した地域住民との交流

地域住民向け研修会の開催による人材育成

地域活動・イベントへの参加

福祉体験学習の受入れ

その他

特にない

無回答

（％）

全体(N=630)
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（11）市が⼒を⼊れるべき福祉施策について 
 市が力を入れるべき福祉施策については、「困りごとを気軽に相談できる身近な福祉

相談窓口を充実する」が最も多く、次いで「困りごとを抱えた人に気付き、早期支援に

つなげる仕組みをつくる」、「相談・指導を行う行政や民間の専門職員を増やす」、「隣・

近所同士で助け合う体制づくりを促進する」等の順となっています。 

 

■市が力を入れるべき福祉施策について（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.2

33.2

25.9

24.6

22.5

21.7

21.6

21.3

18.1

17.1

16.3

15.9

14.4

9.5

9.2

6.0

4.8

2.7

5.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

困りごとを気軽に相談できる

身近な福祉相談窓口を充実する

困りごとを抱えた人に気付き、

早期支援につなげる仕組みをつくる

相談・指導を行う行政や民間の専門職員を増やす

隣・近所同士で助け合う体制づくりを促進する

広く市民に対して地域福祉活動の

意義と重要性を周知・啓発する

地域福祉活動の運営費などの資金を援助する

学校などでの福祉教育を充実する

困っている人と助けることができる人との

間の調整を図る人材を育成する

地域における福祉活動の中心となる

リーダーや活動を担う人材を養成する

地域福祉活動の拠点を充実する

福祉に関わる人や機関とのネットワークを構築する

ボランティアや助け合いの場などに

関する情報提供を充実する

行政職員の資質向上に向けた

取組（研修等）を充実する

防災に関する関心を高める啓発を推進する

福祉サービスを利用する人の

権利を守る制度を周知する

地域福祉への関心を高める

講座や研修会を充実する

地域福祉の推進に向けた話合いの場を充実する

その他

無回答

（％）

全体(N=630)
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アンケート調査においても、重要度が高いにもかかわらず比較的満足度の低い取組

みとして、「地域の高齢者の支援」、「災害時要援護者の対策」、「高齢者の活躍できる場

づくり」、「地域の子育て支援」及び「地域の障害のある人の支援」があげられており、

市民満足度調査結果と同様の結果となっています。 

 

■今後、重要と思う取組み（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.8

37.5

33.3

31.7

31.7

29.2

28.9

27.5

27.3

22.7

21.7

20.5

19.2

18.6

18.3

17.1

17.0

16.0

15.7

15.6

15.4

15.9

8.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

地域の高齢者の支援

声かけや見守りなどの市民活動

災害時要援護者の対策

高齢者の活躍できる場づくり

地域の子育て支援

地域の障害のある人の支援

地域の防災組織

地域で活動する人の人材養成

福祉に関する情報の提供

集会所や地域センターなどの活用

地域サロン・通いの場の充実

家庭・地域・学校などでの福祉教育

まちづくりへの市民参加

地域の祭り・イベントなどでの交流

ＮＰＯやボランティア活動の推進

福祉センターなどの施設の活用

福祉分野での産・学・官連携

大学生の活動促進

地域での生涯学習や講座など

行政区などの地域自治の推進

社会福祉協議会の活動

特にない・わからない

無回答

（％）

全体(N=630)
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■満足している取組み（MA）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.3

17.1

12.7

11.4

9.5

7.8

7.1

6.3

6.3

5.6

5.4

5.2

4.4

4.1

3.3

3.2

3.0

2.7

2.7

2.5

1.6

35.7

21.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

地域の祭り・イベントなどでの交流

集会所や地域センターなどの活用

声かけや見守りなどの市民活動

地域サロン・通いの場の充実

地域での生涯学習や講座など

地域の防災組織

地域の高齢者の支援

高齢者の活躍できる場づくり

福祉センターなどの施設の活用

社会福祉協議会の活動

地域の子育て支援

行政区などの地域自治の推進

家庭・地域・学校などでの福祉教育

福祉に関する情報の提供

まちづくりへの市民参加

災害時要援護者の対策

ＮＰＯやボランティア活動の推進

地域の障害のある人の支援

大学生の活動促進

地域で活動する人の人材養成

福祉分野での産・学・官連携

特にない・わからない

無回答

（％）

全体(N=630)
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